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科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） 
流 動 資 産

固 定 資 産
 有 形 固 定 資 産
  

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

  

10,257
384
186

6,142
2,043

17
28
73

1,394
△14

30,734
25,761
2,921
1,470
3,041
1,221
1,239

2
189

14,623
393
658

98
52
40
5

4,873
1,535
2,361

24
29

343
625

△47

（負債の部）
流 動 負 債

固 定 負 債

16,784
3,803
5,135

588
134
744
208
175
621
352
102

4,615
250
50

4,205
1,297

304
1,169

475
2

159
42

754

20,989

17,937
1,050

500
500

16,387
76

16,310
2,000

14,310
2,064

386
1,678

負 債 合 計
（純資産の部）

株 主 資 本
資 　 本 　 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

評価・換算差額等

純 資 産 合 計
資　 産　 合　 計 40,991 負 債 及 び 純 資 産 合 計

20,002
40,991

貸 　 借 　 対 　 照 　 表
（2020年3月31日現在）

（単位：百万円）

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金
　 　

建 物
タ ン ク 設 備
構 築 物
機 械 装 置
船 舶
車 輛 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
　

の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

　
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

買 掛 金
短 期 借 入 金
1年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 石 油 税
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
船 舶 修 繕 引 当 金
資 産 除 去 債 務
そ の 他

その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金

〔　　　　　  〕
科　　　　目 金　　　　額

売 上 高 63,256

55,850

7,405

4,893

2,511

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

24

61

66 152

営 業 外 費 用

支 払 利 息 92

36

270

4,907

雑 損 失 129

経 常 利 益 2,535

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 5,177

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当　 期　 純　 利　 益

損 　 益 　 計 　 算 　 書
自　2019年4月１日
至　2020年3月31日

（単位：百万円）

8989

7,623

901

△ 25

6,747
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科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） 
流 動 資 産

固 定 資 産
 有 形 固 定 資 産
  

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

  

10,257
384
186

6,142
2,043

17
28
73

1,394
△14

30,734
25,761
2,921
1,470
3,041
1,221
1,239

2
189

14,623
393
658

98
52
40
5

4,873
1,535
2,361

24
29

343
625

△47

（負債の部）
流 動 負 債

固 定 負 債

16,784
3,803
5,135

588
134
744
208
175
621
352
102

4,615
250
50

4,205
1,297

304
1,169

475
2

159
42

754

20,989

17,937
1,050

500
500

16,387
76

16,310
2,000

14,310
2,064

386
1,678

負 債 合 計
（純資産の部）

株 主 資 本
資 　 本 　 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

評価・換算差額等

純 資 産 合 計
資　 産　 合　 計 40,991 負 債 及 び 純 資 産 合 計

20,002
40,991

貸 　 借 　 対 　 照 　 表
（2020年3月31日現在）

（単位：百万円）

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金
　 　

建 物
タ ン ク 設 備
構 築 物
機 械 装 置
船 舶
車 輛 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
　

の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

　
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

買 掛 金
短 期 借 入 金
1年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 石 油 税
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
船 舶 修 繕 引 当 金
資 産 除 去 債 務
そ の 他

その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金

〔　　　　　  〕
科　　　　目 金　　　　額

売 上 高 63,256

55,850

7,405

4,893

2,511

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

24

61

66 152

営 業 外 費 用

支 払 利 息 92

36

270

4,907

雑 損 失 129

経 常 利 益 2,535

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 5,177

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当　 期　 純　 利　 益

損 　 益 　 計 　 算 　 書
自　2019年4月１日
至　2020年3月31日

（単位：百万円）

8989

7,623

901

△ 25

6,747
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〔　　　　　　〕
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合　　計資　本

準備金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,050 500 500 76 2,000 9,024

△1,450

△91

6,747

81

5,286

14,310

11,100

△1,450

△91

6,747

81

5,286

16,387

12,650

△1,450

△91

6,747

81

5,286

17,937

当期変動額

剰余金の配当

分割による減少

当期純利益

土地再評価差額金取崩額

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － －

当期末残高 1,050 500 500 76 2,000

評価・換算差額等

純資産
合　計

その他
有価証
券評価
差額金

土　地
再評価
差額金

評価・換
算差額等
合　計

当期首残高 14,819

△1,450

△91

6,747

81

△104

5,182

20,002

2,169

△104

△104

2,064

1,759

△81

△81

1,678

409

△23

△23

386

当期変動額

分割による減少

剰余金の配当

土地再評価差額金取崩額

当期純利益

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
自　2019年4月 1日
至　2020年3月31日

（単位：百万円）
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年3月31日現在）

（単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

13,411

981

7,944

3,706

795

△ 16

30,304

26,631

7,395

2,881

252

13,820

1,514

767

319

243

76

3,352

1,959

538

871

△ 16

（負債の部）

流 動 負 債

固 定 負 債

16,500
5,585
5,135

591
355
778
541

3,512

5,512
1,327
1,315
1,169

83
18

211
537
849

22,012

19,146
1,050

500
17,596
2,258

580
1,678

298
21,703

43,715

負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
　資　　　本　　　金
　資 本 剰 余 金
　利 益 剰 余 金
その他の包括利益累計額 
　その他有価証券評価差額金
　土 地 再 評 価 差 額 金
非 支 配 株 主 持 分
純 資 産 合 計

資　 産　 合　 計 43,715 負債及び純資産合計

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
1年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他

長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
再評価に係る繰延税金負債
繰 延 税 金 負 債
役員退職慰労引当金
船 舶 修 繕 引 当 金
退職給付に係る負債
そ の 他

科　　　　目 金　　　　額

売 上 高

23
79

127

92
69

270
284
231

88

1,333
△ 119

85,497
70,132
15,365
11,793
3,572

230

162
3,639

787

88
4,338

1,214
3,124
31

3,092

売 上 原 価
売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益

営 業 外 収 益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失
経 　 　 常 　 　 利 　 　 益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
段 階 取 得 に 係 る 差 益
負 の の れ ん 発 生 益

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

連 結 損 益 計 算 書

〔　　　　　　〕自　2019年4月 1日
至　2020年3月31日 （単位：百万円）
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科　　　　目 金　　　　額

売 上 高

23
79

127

92
69

270
284
231

88

1,333
△ 119

85,497
70,132
15,365
11,793
3,572

230

162
3,639

787

88
4,338

1,214
3,124
31

3,092

売 上 原 価
売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益

営 業 外 収 益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失
経 　 　 常 　 　 利 　 　 益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
段 階 取 得 に 係 る 差 益
負 の の れ ん 発 生 益

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

連 結 損 益 計 算 書

〔　　　　　　〕自　2019年4月 1日
至　2020年3月31日 （単位：百万円）
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連結株主資本等変動計算書

〔　　　　　　〕自　2019年4月 1日
至　2020年3月31日

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本
合　　計

当期首残高

当期変動額

1,050

－

1,050

500

－

500

14,513

△ 91

3,092

81

3,082

17,596

16,063

△ 91

3,092

81

3,082

19,146

剰余金の配当

親会社株主に帰属する
当期純利益

土地再評価差額金取崩額

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額）

当期変動額合計

当期末残高

（単位：百万円）

その他の包括利益累計額
非支配株主
持　　　分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価

差額金
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高

当期変動額

566

14

14

580

1,759

△ 81

△ 81

1,678

1,759

△ 81

△ 81

1,678

2,325

△ 67

△ 67

2,258

2,325

△ 67

△ 67

2,258

0

297

297

298

0

297

297

298

剰余金の配当

親会社株主に帰属する
当期純利益

土地再評価差額金取崩額

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額）

当期変動額合計

当期末残高

18,389

△ 91

3,092

81

230

3,313

21,703

連結注記表
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項〕

１．連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社の数　　　11 社

主要な連結子会社の名称
㈱りゅうせきライフサポート、㈱りゅうせきフロントライン、㈱りゅうせきビジネスサー
ビス、㈱りゅうせき建設、㈱りゅうせきケアプロ、㈱日亜商事、㈱大門商事、他 4 社

（連結子会社数の変動理由）
（増加）

・会社設立によるもの　　　2 社
　㈱りゅうせきライフサポート、㈱りゅうせきフロントライン

・株式追加取得によるもの　1 社
　沖縄マリンサービス㈱

（減少）
・連結会社間の合併によるもの　6 社

　東亜運輸㈱、㈱オートプラザ琉石、りゅうせき商事㈱、㈱りゅうせきエネルギー、
㈱りゅうせきロジコム、㈱ E.T.S

　(2) 非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称　　　㈲ロコファーム

（連結の範囲から除いた理由）
休眠会社であり、全体として重要性がないため除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
　　持分法適用の関連会社の数　　　1 社

主要な持分法適用会社の名称　㈱りゅうせき低温流通

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
　（1） 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。）
　　　　　時価のないもの……総平均法による原価法
　　②デリバティブの評価基準及び評価方法……時価法
　　③たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定しております。）
　（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除く）………経済的耐用年数に基づく定額法
　　②無形固定資産（リース資産を除く）………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法を採用しております。

　　③リース資産（有形固定資産「その他」）……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法によっております。

（3） 重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

　②賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する見積額を
計上しております。

　③役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額の全額を
計上しております。なお、2004 年 4 月 1 日の役員処遇内規の改定により、改定時におけ
る当連結会計年度末在任の役員退職慰労金相当額を役員退職慰労引当金として計上してお
ります。

　④船舶修繕引当金
　　　船舶の定期検査の支出に備えるため、当連結会計年度末に負担すべき見積額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当
連結会計年度末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお
ります。

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　①リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が 2008 年４月１日前
に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に
よっております。

　②ヘッジ会計の方法
　　　ヘッジ会計の方法　………　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利通貨スワップ

について、一体処理（特例処理、振当処理）の要件を満たして
いる場合には一体処理を、金利スワップについて特例処理の条
件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

　　　ヘッジ手段とヘッジ対象　ヘッジ手段 ……金利通貨スワップ、金利スワップ
　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象 ……借入金
　　　ヘッジ方針  ……………　資金調達に伴う為替相場変動リスク及び金利変動リスクを回避

する目的で利用することに限定しております。
　　　ヘッジ有効性の評価…… 繰延ヘッジについては、ヘッジ開始時から有効性判定時までの期

間において、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー
変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー
変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎に判断しております。
ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件がほぼ一致して
いる場合は、ヘッジに高い有効性があるとみなしており、これ
をもって有効性の判定に代えております。

　　　　　　　　　　　　　　　また、特例処理によっている金利スワップについては、有効性
の判定を省略しております。

　③消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
　④のれんの償却に関する事項
　　　のれんの償却については、5 年間の定額法により償却を行っております。

（表示方法の変更）
当連結会計年度において実施したグループ組織再編等により海運業収益の重要性が低下し

たことから、従来「海運業収益」に区分表示していた売上高を当連結会計年度より「売上高」
に含めて記載する方法に変更しております。また、関連する売上原価についても、「海運業費用」
から「売上原価」に含めて記載する方法に変更しております。


